


【サンプル書式】 取引条件通知メール

特定受託事業者（フリーランス）との取引に際し、以下１～８の項目に係る内容をメール本文に記載の上、相手先へ送付いただくようお願いいたします。
※ 当該の通知は、メールで送付することを原則とし、メールの控え（コピー）を研究費担当事務室へご提出ください。やむを得ず書面で送付した場合にも、同じくその控えをご提出ください。
※ なお、未送付のまま取引が完了した場合、事後でも送付が必要となるためご留意ください。

----------------------------------メール本文-------------------------------------

○○○○ 様　（特定受託事業者の名称）

１，　業務委託事業者名称
　  「学校法人明治大学」 ＋ 「所属学部・氏名」を記載。
（例）学校法人明治大学 研究・知財戦略機構　明治太郎
          
２，　業務委託をした日
依頼者と相手の間で、契約条件を含めて業務委託することが決まった（合意できた）日。
（例） 202X年○月○日

３，　業務委託の内容
報酬・手数料支払依頼書の「業務内容」と同等内容の記載で可。
（例） ・「○○○セミナー」における講演
・「（文献名）」の日英翻訳
・○○○に係る専門的知識の供与

４，　役務提供の期日
　　（例） ・講演・通訳等 → 役務の実施日
・翻訳・校閲など成果物（納品物）が伴う場合 → 成果物の納入期限

５，　役務提供の場所　
　　 役務の実施場所や成果物等の受渡方法を記載。
    （例）　①　特定の場所で実施される場合 （例：講演・通訳）
→ 場所名を記載。  例）「明治大学」「○○カンファレンスセンター」

② オンラインで実施される場合 （例：専門的知識供与）
→ オンラインの旨を記載。  例）「オンラインにて実施」
　　　　　 　③ 成果物（納品物）を伴う場合 （例：翻訳・校閲）
　　　　　　　　 ・直接納品の場合：納品場所を記載  例）「明治大学○○研究室」
　　　　　　 　　・電子メール等の場合：メールアドレスを記載
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 例）「XXXX@XXX.comに送信する方法」

６，　報酬の額
　　（例） ○○,○○○円（源泉徴収税別）　　
※ 報酬の額における源泉徴収税の取扱いについて、相手先と齟齬がないよう確認の上、
明記してください。
※ なお、特定受託事業者（フリーランス）のうち、「個人」（第二条の一に該当する者）との取引　
　に際しては、必ず大学側で源泉徴収を行います。
　
７，　報酬の支払期日
受領日（検査の有無を問わず占有・支配下に置いた日）を1日目として、60日以内のできる限り短い期間内で定める。
（例）　① 請求書の場合
ア 成果物なし：「月末締め翌月末払い」
イ 成果物あり：（検査あり）「納品・検査完了後、月末締め翌月末払い」
（検査なし）「納品後、月末締め翌月末払い」
② 立替払いの場合
 期日の特定が求められるため、「○月○日まで」や「○日以内」等の書き方は不可。　
例） 5月1日納入・受領の場合： 「支払期日 6月30日」  

６，　検査完了日（検査をする場合に限り記載）
　　　（例） 「納入された日から起算して○○日以内」
　　　※ 大学による納品・検収日ではなく、依頼者自身による検査（納品確認）を指す。
　　　※ 「7, 報酬の支払期日」と整合性を図り、受領日から60日以内（※注：60営業日ではない）で定める。

７，　支払方法
　　（例）　大学から直接支払う場合 → 「銀行振込」
やむを得ず研究者が立て替える場合 → 該当の支払方法を記載


８，　ハラスメント等相談一次窓口
当該案件の研究費担当事務室の情報（研究費マニュアル等参照）を記載
　　（例）　明治大学研究推進部研究知財事務室
　　　　　TEL：03-XXXX-ＸＸＸＸ  E-Mail：XXXXX@XXXXi.ac.jp


--------------------------------メール本文了-------------------------------------
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